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学校でのアドボカシーの推進と子どもの権利救済機関の設置が必要です。 
（政令市では、札幌市、相模原市、名古屋市、川崎市、県内は、志免町など７市町） 

 
「はぐはぐ」の相談は発達特徴を有する子どもの相談ばかりです。主訴は様々ですが、学 
校での不適応と、父母が子どもを理解できず不適切に扱い親子関係の不調です。さらに父母 
にも特徴があり、それがゆえにＡＣＥであると、ＤＶ加害、被害、依存、カサンドラ症候群 
やうつ的となり、子どもも巻き込まれ支援は困難になります。学校での不適応の背景は合理 
的配慮のなさと教室マルトリートメントです。 
（１） 発達特徴のある子どもの増加 

① 情緒支援級在籍児童生徒数の増加（文科省） 
H22年 ５５，７８２人～ R2 年 １５１，１４１人  

② 通常学級に在籍している児童生徒中に推定される発達障がい児童生徒数 

小学校 １０．４％  中学校 ５．６％ 計８．８％（文科省 2022） 

③  

  

（２） 学校不適応の問題は、合理的配慮の乏しい教育体制と教師の合理的配慮のなさ 
① 情緒支援級の少なさ 

 



② 教育虐待、教室マルトリートメント 

     
 

     

     
 
 



（３） 発達特徴があると教室マルトリートメントや友人の悪い冗談が冗談にならず、言葉
どおり受け止めるなど些細なことと思われることでも心的外傷になりやすい傾向が
あります。心的外傷（Ｃトラウマ）を抱えると特に侵入症状で苦しみます。受け流
したり、聞き流したり出来ない発達特徴のある子ども達が、教室マルトリートメン
トやいじめの最も重い被害者になります。 

 
そのため、子どもにトラウマがあるかもしれないと思って対応するトラウマインフォ 
ムードケアが重要です。 

「こどもへのメンタルヘルス教育など、こども自身がＳＯＳを出したり、セルフケ
アできるようにするとともに、こどもとその周囲（家族・学校・地域社会）に対し
て、トラウマインフォームド・ケアの知識と実践の普及を 図ることが重要」 

－こども政策の推進に係る有識者会議報告Ｒ３年 11 月－ 
 
（４）名古屋市の人権救済機関の活動状況 

 



こどもまんなか社会づくりは、学校現場からです。そのために学校でのアドボカシーの推進
と権利侵害に対する救済機関の設置が必要です。 
さらに在宅の子ども達のアドボカシーの推進も重要です。地域へのアドボケイトの派遣

や、児童委員、子ども食堂やこどもの居場所に係る人々などが、子どもの意見形成支援、意
見表明支援の子どものエンパワーメントができるよう関係者への教育支援が必要です。 
 


